
貸 借 対 照 表

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資  産  の  部 ） （ 負  債  の  部 ）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
未 収 入 金
未 収 消 費 税 等
短 期 貸 付 金
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
そ の 他
投 資 損 失 引 当 金　

12,252
2,681
682
3,036
1,089
267
410
1,147
467
2,080
388

27,158
3,169
787
61
582
1

163
1,544
27
75
75
0

23,913
2,737
22,000
611

△1,436　

流 動 負 債 12,041
電 子 記 録 債 務 683
買 掛 金 1,499
短 期 借 入 金 208
1年内返済予定の長期借入金 7,751
未 払 金 1,136
未 払 法 人 税 等 170
賞 与 引 当 金 287
棚 卸 資 産 損 失 引 当 金 1
そ の 他 302

固 定 負 債 19,604
長 期 借 入 金 18,131
繰 延 税 金 負 債 384
退 職 給 付 引 当 金 1,085
そ の 他 3

負 債 合 計 31,645
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 8,147
資 本 金 475
資 本 剰 余 金 240
資 本 準 備 金 240

利 益 剰 余 金 7,430
利 益 準 備 金 118
そ の 他 利 益 剰 余 金 7,311
繰 越 利 益 剰 余 金 7,311

評 価 ・ 換 算 差 額 等 △381
その他有価証券評価差額金 1,364
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △1,746

純 資 産 合 計 7,766
資 産 合 計 39,411 負 債 及 び 純 資 産 合 計 39,411

（2026年３月31日現在）
（単位：百万円）



損 益 計 算 書

科 目 金 額
売 上 高 17,773
売 上 原 価 14,763
売 上 総 利 益 3,010
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,598
営 業 利 益 1,411
営 業 外 収 益
受 取 利 息 118
受 取 配 当 金 1,674
為 替 差 益 425
雑 収 入 59 2,277

営 業 外 費 用
支 払 利 息 528
支 払 手 数 料 85 614
経 常 利 益 3,075
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 0 0
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 22 22
税 引 前 当 期 純 利 益 3,052
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 734
法 人 税 等 調 整 額 136 870
当 期 純 利 益 2,182

（自　2025年4月1日　至　2026年３月31日）
（単位：百万円）



株主資本等変動計算書

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本

準備金
資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他
利益剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金

2025年４月１日残高 475 240 240 118 5,181 5,300 6,017
事業年度中の変動額

剰余金の配当 △52 △52 △52
当期純利益 2,182 2,182 2,182
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － － 2,129 2,129 2,129
2026年3月31日残高 475 240 240 118 7,311 7,430 8,147

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算

差額等合計

2025年４月１日残高 1,468 △1,746 △277 5,739
事業年度中の変動額

剰余金の配当 △52
当期純利益 2,182
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) △103 － △103 △103

事業年度中の変動額合計 △103 － △103 2,026
2026年3月31日残高 1,364 △1,746 △381 7,766

（自　2025年4月1日　至　2026年３月31日）
（単位：百万円）



個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 有価証券の評価基準および評価方法

(1)  関係会社株式 …………………………移動平均法による原価法
(2) その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの……時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算出）

市場価格のない株式等…………………移動平均法による原価法

2. デリバティブの評価基準および評価方法
デリバティブ……………………………時価法

3. 棚卸資産の評価基準および評価方法
　通常の販売目的で保有する棚卸資産の評価基準は、原価法（収益性の低下による簿価切下げの
方法）によっております。

(1)  商品・製品・仕掛品・原材料 ………先入先出法
(2)  貯蔵品 …………………………………最終仕入原価法

4. 固定資産の減価償却の方法
(1)  有形固定資産 …………………………定率法。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）ならびに2016年４月１日以降
に取得した建物附属設備および構築物については定額法
によっております。

(2)  無形固定資産 …………………………定額法。なお、ソフトウェア（自社利用）については社
内における利用可能期間（3～5年）に基づく定額法によ
っております。

5. 外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。



6. 引当金の計上基準
(1) 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しております。
(2) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額
に基づき計上しております。
　退職給付債務および勤務費用の計算方法については、期間定額基準を採用しております。
　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）
による定額法により費用処理しております。
　数理計算上の差異については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（5年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しておりま
す。

(3) 投資損失引当金
　関係会社の投資に対する損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案し、必要と認められ
る額を計上しております。

(4) 棚卸資産損失引当金
　仕入先の所有する棚卸資産を当社が購入することに伴い発生する損失に備えるため、当社が負
担することとなる見積額を計上しております。

7. 収益および費用の計上基準
　国内の部品販売取引については、顧客との契約に基づいて部品を引き渡す履行義務を負ってお
ります。当該履行義務は、顧客による検収時点において顧客に当該部品の支配が移転し充足され
ると判断しております。そのため、顧客による検収時に顧客との契約において約束した対価等で
収益を認識しております。なお、量産部品の販売取引については、収益認識会計基準適用指針第
98項に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時から当該量産部品の支配が顧客に移転される時ま
での期間が通常の期間であるため、出荷時に顧客との契約において約束した対価から割戻しを控
除した金額で収益を認識しております。
　また、輸出販売取引については、顧客との契約に基づいて部品を引き渡す履行義務を負ってお
ります。当該履行義務は、顧客との契約における貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移転した
時点において顧客に当該部品の支配が移転し充足されると判断しております。そのため、リスク
負担が顧客に移転した時に顧客との契約において約束した対価で収益を認識しております。
　金型販売取引については、顧客との契約に基づいて金型を引き渡す履行義務を負っておりま
す。当該履行義務は、顧客による検収時点において顧客に当該金型の支配が移転し充足されると
判断しております。そのため、顧客による検収時に顧客との契約において約束した対価で収益を
認識しております。



　さらに、ロイヤリティ収入については、当社は部品設計および部品製造技術を顧客に供与する
履行義務を負っております。当該履行義務は、当該供与により製造された量産部品の売上収益が
発生した時点において充足されると判断しております。そのため、顧客の売上収益の発生時に顧
客の売上収益に基づき受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

8. ヘッジ会計の方法
(1) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。
　ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段………………………………デリバティブ取引（金利スワップ取引、為替予約取引）
ヘッジ対象………………………………資金調達に伴う金利取引、純投資

(3) ヘッジ方針
　当社の行うデリバティブ取引は、借入金の金利変動リスクを軽減するために金利スワップ取引
をしております。また、為替予約取引を利用し、在外事業体に対する純投資の為替変動リスクを
一部ヘッジしております。

(4) ヘッジ有効性の評価方法
　原則として、ヘッジ対象の時価変動とヘッジ手段の時価変動を比較し、その変動額の比率によ
って有効性を評価しております。
　ただし、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略
しております。



(1) 担保に供している資産
建物 692百万円
構築物 60
土地 1,215
計 1,968

(2) 担保に係る債務
短期借入金 108
1年内返済予定の長期借入金 6,675
長期借入金 14,899
計 21,683

2. 有形固定資産の減価償却累計額 14,615百万円

YUSA CORPORATION 4,650百万円

関係会社に対する短期金銭債権 5,068百万円
関係会社に対する短期金銭債務 1,688

営業取引による取引高
売上高 6,492百万円
仕入高 5,729

その他の営業取引高 3,644
営業取引以外の取引による取引高 1,680

普通株式 750,000株

（貸借対照表に関する注記）
1. 担保に供している資産および担保に係る債務

3. 保証債務
　他の会社の金融機関等からの借入債務等に対し、保証を行っております。

4. 関係会社に対する金銭債権および金銭債務

（損益計算書に関する注記）
　関係会社に対する取引

（株主資本等変動計算書に関する注記）
　当事業年度末の発行済株式の種類および総数



繰延税金資産
繰越欠損金 114百万円
退職給付引当金 340
関係会社株式評価損 2,104
投資損失引当金 450
繰延ヘッジ損益 575
繰越外国税額控除 1,246
その他 157

繰延税金資産小計 4,990
評価性引当額 △4,710

繰延税金資産合計 279
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △623
繰延ヘッジ損益 △40

繰延税金負債合計 △663
繰延税金負債の純額 △384

種類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

主要株主
（会社等）

本田技研工業
株式会社

被所有
直接14.45％ 当社製品の販売 部品の販売 7,089

売掛金 561

電子記録債権 516

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（関連当事者との取引に関する注記）
1. 親会社および法人主要株主等

（単位：百万円）

取引条件および取引条件の決定方針等
（注）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定

しております。



種類 会社等の名称
議決権等の

所有(被所有)
割合

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 YUSA CORPORATION 所有
直接100％

当社製品の販売
技術援助および経営支援
債務保証

部品の販売 2,633 売掛金 1,228
ロイヤリティ売上 527
研究開発費および本社費の請求 1,607 未収入金 707
債務保証 4,650 － －

子会社 Y-TEC CO., LTD. 所有
直接100％

当社製品の販売
技術援助および経営支援
部材の購入

部品の販売 653 売掛金 201
ロイヤリティ売上 502
研究開発費および本社費の請求 1,052 未収入金 190
部材の購入 2,475 買掛金 389

子会社 山下橡胶(中山)有限公司 所有
直接100％

当社製品の販売
技術援助および経営支援
資金の援助
役員の兼任

部品の販売 142 売掛金 134
ロイヤリティ売上 547
本社費の請求 173 未収入金 71
短期資金の貸付延長 1,912 短期貸付金 2,080

子会社 YUSA AUTOPARTS
MEXICO, S.A. DE C.V.

所有
間接100％

当社製品の販売
技術援助および経営支援

部品の販売 847 売掛金 246
ロイヤリティ売上 472
研究開発費および本社費の請求 261 未収入金 61

子会社 Y-TEC INDIA
PRIVATE LIMITED

所有
直接100％

当社製品の販売
技術援助および経営支援
増資の引受

部品の販売 72 売掛金 11
研究開発費および本社費の請求 372 未収入金 41
増資の引受 1,870 － －

子会社 PT. Y-TEC AUTOPARTS
INDONESIA

所有
直接100％

当社製品の販売
技術援助および経営支援
役員の兼任

部品の販売 14 売掛金 18
ロイヤリティ売上 78
研究開発費および本社費の請求 177 未収入金 40

子会社 Y-TEC VIETNAM CO., LTD. 所有
直接100％ 業務委託 業務委託 708 未払金 754

2. 子会社および関連会社等
（単位：百万円）

取引条件および取引条件の決定方針等
（注）１．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で

決定しております。
２．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
３．債務保証については、銀行借入に対し債務保証を行ったものであります。なお、債務保証

の保証料は徴収しておりません。
４．当社の連結子会社の増資に伴い、当該連結子会社の出資を引き受けたものであります。



1. 1株当たり純資産額 10,354円78銭
2. 1株当たり当期純利益 2,909円91銭

 

（収益認識に関する注記）
収益を理解するための基礎となる情報
　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「7．収益および費用の計上基準」に記載のとおり
であります。

（1株当たり情報に関する注記）

（その他の注記）
退職金制度の変更
　当社は、当事業年度において、退職給付制度を最終給与比例方式からポイント制に改訂しておりま
す。当該制度変更に伴い、退職給付債務が48百万円減少しております。この退職給付債務の減少は過
去勤務費用に該当するため、当社の定める会計方針に従い、5年にわたり定額法で費用処理していま
す。

備考
　記載金額および比率は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。


